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１ 計画策定の趣旨 
 

日進市では、1975 年（昭和 50年）に第１次総合計画を策定してから第５次総合計画

に至るまで、長期的な展望に立った基本構想において市の将来像を掲げ、誰もが暮らしや

すいまちづくりを着実に推進してきました。その結果、我が国が人口減少社会に移行した

今日においても、人口増加が続く暮らしやすいまちとして成長しています。 

第５次日進市総合計画を策定してから 10 年が経過し、この間、我が国は本格的な人口

減少社会に突入し少子高齢化がさらに進行しています。また、東日本大震災をはじめとし

た度重なる未曽有の自然災害を経験するなど、行政を取り巻く環境も大きく変化していま

す。さらに、働き方や暮らし方は多様化し、情報通信技術の急速な進展による超スマート

社会の到来（Society5.0）など、本市を取り巻く社会経済情勢は、これから大きく変化す

ることが予想されており、自治体経営基盤の確立を図っていくための重点的、効果的な行

財政運営が一層求められています。 

また、2019年（令和元年）末に最初の症例が発見された、新型コロナウイルス感染症

の世界的な大流行は、多くの人々の命を奪う大きな脅威となっているばかりでなく、感染

防止対策として、日常生活や働き方にこれまでにない「新しい生活様式」を強いることと

なり、人々の生活や経済に大きな影響を与えています。 

こうした社会潮流の変化を踏まえつつ、将来にわたって持続可能な都市を築いていくた

めには、これまでのまちづくりを尊重しつつ、新たな時代にふさわしい魅力的なまちづく

りを進めていくことが求められています。 

そのため、将来を見据えたこれからの時代にふさわしいまちづくりに向けてのビジョン

とその実現に資する政策をまとめ、将来にわたって持続可能なまちづくりや地域経営の指

針となる第６次日進市総合計画（以下「本計画」という。）を策定するものです。 
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２ 計画の位置づけと役割 
 

総合計画は、市政全般にわたる政策分野を網羅し、市の将来像や施策の基本的な方向性

などを総合的かつ体系的に示したもので、「基本構想」、「基本計画」、「実施計画」を包括す

る総称です。 

2011年（平成 23 年）の地方自治法の改正により基本構想の法的な策定義務がなくな

りましたが、本市においては2007年（平成19年）に施行した本市の最高規範である「日

進市自治基本条例」において、総合的かつ計画的な市政運営を図るために総合計画を策定

することが定められています。 

（１）本市のまちづくりの最上位計画 

本計画は、本市におけるまちづくりの最上位に位置づけられる計画として、本市特有

の個性を生かし、魅力をさらに向上させ、また、本市の諸課題を解決するために策定され

るものであり、各種個別計画の策定にあたっては、その方向性や施策について本計画と

の整合性を図る必要があります。 

（２）総合的、計画的な行政経営の指針 

本計画は、福祉・環境・都市基盤・産業・教育等様々な分野を対象とするものであり、

長期展望に立った総合的、計画的な行政経営の指針として位置づけられます。 

（３）協働によるまちづくりの指針 

人口減少、地方創生、Society5.0、市民ニーズの多様化・高度化など、地方自治体運

営は大きな転換期を迎えています。これからのまちづくりは、これまで以上に市民、市議

会、市の執行機関の協働によって取り組む必要があります。 

本計画は、こうした協働によるまちづくりの指針となるものであり、その目標と実現

方法等を示していく計画として位置づけられます。 

（４）地域活性化のためのまちづくり戦略 

本市では、まち・ひと・しごと創生法第10条に基づき2015年度（平成27年度）に

「日進市まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。）」を策定しました。

総合戦略は、少子高齢化の進行と地域経済の縮小が懸念される状況を克服し、人口減少社

会と超高齢社会が本格化する中にあっても、いつまでも持続的に発展するまちを形成する

ために「人口減少への対応と地方創生」という側面から、基本目標と施策・事業等を定める

ものです。その目的は、本計画の方向性と合致するものであり、本計画と密接に関係する

ものであるという位置づけになります。 

そこで、総合戦略を本計画における「基本計画総論」の「まちづくり戦略（仮）」に包含

させる形で位置づけるとともに、本計画と一体的に施策・事業の推進を図っていくものと

します。 

日進市自治基本条例 
（計画的な市政運営）  

第20条 市の執行機関は、この条例を定める基本理念にのっとって総合計画を定め、総合的か

つ計画的な市政の運営を行わなければなりません。 
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３ 計画策定にあたっての基本姿勢 
 

本計画の策定にあたっては、学識経験者、団体代表者、市民等で構成される総合計画審

議会において、調査・審議を行いました。 

また、自治基本条例が掲げる「市民主体の自治」を実現する上で、多くの市民の意見を伺

うことは最も重要な事項です。このため、公募市民による策定市民ワーキンググループや

無作為抽出による市民と公募市民によるワークショップ、市民が興味を持てるよう市出身

の著名人を招いたイベント、中学生・高校生へのアンケート、市民意識調査などを実施し、

より多くの市民の声を取り入れられる計画づくりを重視しました。 

 

４ 計画の構成と期間 

（１）基本構想 

基本構想は、長期的な展望に立って総合的かつ計画的な行財政運営を行う指針であり、

本市のめざす姿である「将来都市像」と将来の人口や土地利用、そして、それを実現する

ための「基本目標」を示すものです。 

計画期間は、2021年度（令和３年度）から2030年度（令和１２年度）までの１０

年間とします。  

（２）基本計画  

基本計画は、基本構想で定めた将来都市像を実現するために、必要な施策を基本構想

ごとに体系的かつ具体的な事業計画として明らかにするものです。また、総合戦略と整

合を図る形で「まちづくり戦略（仮）」を盛り込むことによって、「人口減少への対応と地

方創生」という側面から総合的に推進すべき施策・事業を明らかにするものです。 

計画期間は、2021年度（令和３年度）から2030年度（令和１２年度）までの１０

年間とし、社会経済情勢の変化等に柔軟に対応するため、５年程度で必要に応じて内容

の見直しを行います。 

（３）実施計画 

実施計画は、基本計画に定めた各分野の施策を実現するために、向こう３年間に実施

する事業内容を記載するもので、毎年度策定するものです。 
 

 年度（上段：西暦、下段：和暦） 

 2021 
令和３ 

2022 
令和４ 

2023 
令和５ 

2024 
令和６ 

2025 
令和７ 

2026 
令和８ 

2027 
令和９ 

2028 
令和10 

2029 
令和１１ 

2030 
令和12 

基本構想 
          

基本計画 
          

実施計画 
           

必要に応じて５年で見直し 

      ３年計画 
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１ 社会潮流の変化 

（１）人口減少社会と超高齢社会の本格化 

日本では少子高齢化が急速に進行し、2011 年（平成 23 年）には、人口が継続して

減少する「人口減少社会」に入ったといわれています。 

これに伴い、一方で平均寿命が延びたことにより、介護や支援の必要性が高まる後期

高齢者や単身高齢世帯等が増加しており、団塊の世代が 75 歳以上になる「2025 年問

題」が間近に迫っています。このため、シニア世代の健康・生きがいといった生涯現役・

生涯活躍の社会づくりや高齢福祉施策の推進、支え合いの地域社会づくりなどの必要性

が一層高まっています。また、少子高齢化とそれに伴う人口減少が本格化するにつれて

進行する生産年齢人口（15～64 歳人口）の減少は、労働力の減少や消費の縮小を招き、

社会全体の活力の低下、地域経済の縮小化など、住民生活全般に大きな影響を及ぼすこ

とが懸念され、その対応が求められています。 

（２）人口減少社会に対応した都市構造への転換の必要性 

人口減少社会が到来し少子高齢化が進行する中、既成市街地における人口の空洞化や、

人口が増加していた時代に拡大した郊外住宅団地における高齢化・小世帯化に伴う空き

家や空き地がランダムに数多く発生する“都市のスポンジ化”が全国各地で進んでいま

す。これが、サービス産業の生産性の低下や行政サービスの非効率化、地域コミュニティ

の希薄化、治安やまちの景観の悪化などを引き起こし、結果的に都市の衰退を招くこと

が懸念されています。 

このような状況の中、市街地の拡大と郊外展開を抑制する都市の成長管理や都市機能

の再配置・集約化といった対応が求められています。 

（３）「多様性」を認め合う社会の形成 

社会の成熟化に伴い、人々のライフスタイルや価値観が多様化する中で、家族や世帯

のあり方や結婚や性に対する考え方、人と人のつながりや関係性などが大きく変化して

います。また、グローバル化の進展によって、外国人住民や海外からの来訪者が増加し、

国籍や民族、生活文化や習慣の違いなど多様なバックグラウンドを持つ人々が地域社会

の中で増えてきています。さらに、人と人とのつながりの希薄化により、地域社会のコミ

ュニティ機能が低下しているといわれています。 

このため、年齢、性別、国籍、文化・習慣、障害の有無などにかかわらず、誰もが個人

として尊重され、一人ひとりの個性や多様な価値観・生き方を互いに認め合い、安心して

生活し、地域で共に支え合いながら活躍できる環境づくりが求められます。また、外国か

ら日本を訪れる観光客によるインバウンド需要も高まっており、多様な言語、文化、宗教

的背景を持つ人々に対応する環境づくりが求められています。 
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（４）「リスク社会」における安全・安心な暮らしの担保 

東日本大震災をはじめとした地震や甚大な被害をもたらす風水害といった大規模な災

害が、近年、全国で頻発しています。また、高齢者を狙った犯罪は依然として全国的に多

発し、インターネットを利用した犯罪など多様化しています。 

産業技術の発展や世界的な都市化、グローバル化の進展は、人々の生活に豊かさをも

たらしてきましたが、環境問題の深刻化や甚大な被害を引き起こす風水害の発生、新型

コロナウイルス感染症の世界的大流行といった、これまで想定していなかったような巨

大かつ複雑多様なリスクが生み出される「リスク社会」を到来させたといわれています。 

今後は、環境、産業、交通、防犯・防災、食、公衆衛生、感染症など多分野にわたる様々

なリスクに対する責任や対策実施主体を明らかにしつつ、リスクの特定・評価・対策等を

適切に行う「リスク社会」対応したマネジメントが求められています。 

（５）「持続可能な社会」の実現に向けた取組の拡大 

地球温暖化による気候変動への対応や再生可能エネルギーへの転換、生物多様性の保

全といった地球環境問題への対応が重要な課題となっています。環境資源は有限である

という前提に立ち、適切に管理することで、経済活動や社会が長期的に維持される「持続

可能性」と、将来世代のニーズを損なうことなく、現世代のニーズを満たす「持続可能な

開発」が世界共通の普遍的な概念として重要視されています。 

2001年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、2015（平成27

年）年 9 月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」

では「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」が記載されました。これは、193 の国連加盟

国・地域が 2030 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標であり、17 のゴ

ール・169のターゲットから構成され、地球上の「誰一人取り残さない」ことを誓って

います。ＳＤＧｓは発展途上国のみならず、先進国自身が取り組む普遍的なものであり、

身近な地域社会においても、総合的に取り組む必要があるという共通認識のもとで、行

政、事業者、市民などが協調し、目標達成に向けた取組を進めていくことが求められてい

ます。 

（６）リニア中央新幹線の開業等の大規模プロジェクトに伴うインパクト 

2027 年（令和９年）にリニア中央新幹線が一部開業する予定であり、東京（品川）

から名古屋までの所要時間は現在の最短 1 時間 29 分から 40分へと大きく短縮されま

す。また、早ければ2037年（令和19年）には大阪まで延伸され、全線開通が実現さ

れるといわれています。 

これにより、東京・名古屋・大阪の三大都市圏が１時間程度で結ばれた世界的にも最大

の7,000万人の規模の人口を擁する一大経済圏となるスーパー・メガリージョンの形成

につながり、名古屋都市圏の立地優位性の向上のみならず、日本全体の経済発展を牽引

していくことが期待されています。 

その一方で、ストロー現象により人口や経済活動が東京を中心とした首都圏に吸い取

られ、東京一極集中がさらに進行する懸念もあります。ものづくりをはじめとする名古

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/doukou/mdgs.html
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屋都市圏の独自の機能を活かして他の都市圏との差別化を図り、競争力を高めること、

リニア中央新幹線開業インパクトを活用していくことが求められています。 

また、本市に近接する愛・地球博記念公園（モリコロパーク）では、2022 年（令和

４年）秋の開業をめざしてジブリパークの整備が進められており、観光交流人口の増加

が期待されています。 

（７）情報通信技術の更なる進展に伴う経済環境や暮らしの変化 

近年、モノのインターネット化（ＩｏＴ）やビッグデータ、人工知能（ＡＩ）の進化、

ロボット技術の発達、自動運転・燃料電池車の開発、医療の高度化などの技術革新が進ん

でおり、５Ｇ（第５世代移動通信システム）の運用が開始されつつあります。また、それ

らを背景に一元的な移動サービスを利用者に提供するＭａａＳ（モビリティ・アズ・ア・

サービス）の実用化に向けた実証実験も進められています。 

こうした情報技術の高度化をはじめとした技術革新は、生産設備や流通（供給）サイド

と消費（需要）サイドを情報通信技術（ＩＣＴ）でつなぐことで、自動化が図られた効率

的な生産・流通体制を構築しようとする「つながる経済」、「つながる産業」の潮流として

発展しており、将来的に深刻化する労働力不足の対策としても期待されています。また、

ⅠｏＴの普及によるシステム化やネットワーク化の取組をものづくり分野といった経済

活動だけではなく、健康や医療、公共サービス、働き方、ライフスタイルといった私たち

の日常の暮らしや行政運営にまで広げることにより、人々に豊かさをもたらす超スマー

ト社会（Society 5.0）を実現することが提唱されています。 

（８）社会基盤施設の老朽化への対応の必要性の高まり 

高度経済成長期に集中的に整備された道路や橋梁、上下水道、学校や文化・スポーツ施

設等の公共建築物など社会基盤施設の老朽化が急速に進行しています。これに伴い、こ

れら社会基盤施設の補修・修繕、維持管理に関する費用が一時期に集中する形で急速に

増大することが見込まれており、自治体の財政に大きな負担を与えることが懸念されて

います。 

このため、適切な管理を通じてこれら社会基盤施設の機能を長期間にわたって維持し

ていく施設の老朽化対策を進める一方で、統廃合も含めた公共施設の再配置や維持管理

のあり方の抜本的かつ戦略的な変革による新たな行政経営戦略が求められます。 

（９）「地方創生」の推進と公民連携の必要性の高まり 

国、地方ともに財政状況がひっ迫する中で、行財政改革が進められ、基礎自治体の果た

すべき役割についても見直しが進められています。国は、急速な少子高齢化の進展によ

る人口減少や東京一極集中を是正し、各地域がそれぞれの特徴を生かした自立的で持続

的な社会を創生することをめざし、まち・ひと・しごと創生戦略に基づき、地方での雇用

創出、地方への人口移動、結婚・出産・子育て等における若年世代の支援、安心な暮らし

づくりなどの地方創生を促進しています。 

多岐にわたる行政課題を解決しつつ、地方創生を実現していくためには、各自治体が
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主体性を発揮しつつも、市民との協働をより一層強化することによって、地域の固有性

を生かすための施策を展開する必要があります。また、近隣自治体等との広域的な連携

を進めながら効率的な行政経営、自立した持続可能な都市経営を進めていくことが求め

られています。さらに、公共サービスは行政が行うという既成概念を改めて公民連携に

よる公共サービスの提供を模索するなど、行政では持ち得ない民間の資金力やノウハウ

を、これからのまちづくり、地方創生において積極的に活用していくことが期待されて

います。 
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２ 特徴 

（１）立地・人口・交通 

①人口増加を続ける活気のある住宅都市 

本市は、名古屋市と豊田市の間に位置する恵まれた地理的条件から、住宅都市として

発展し続けており、我が国が人口減少社会を迎えた今日にあっても、周辺地域からの住

宅需要に合わせた土地区画整理事業を進めており、人口増加が続いています。また、子

育て世代の中でも特に35～44歳の割合が県内でも上位にあり、子どもの数も増加を

続けています。 

②通勤・通学等に利用できる都市間交通が整備された都市 

本市の南部は、名鉄豊田線と相互乗入れをしている名古屋市営地下鉄鶴舞線赤池駅、

名鉄豊田線日進駅及び米野木駅の３駅があり、北部は長久手市にある愛知高速交通東

部丘陵線（リニモ）の長久手古戦場駅、芸大通駅に近く、また、名古屋駅や名古屋都心

部に直行する都市間高速バスが運行されており、通勤・通学等に利用できる都市間公共

交通が整備された都市になっています。 

しかしながら、分散型の都市構造となっていることもあり、日常生活における自動車

への依存度が高い状況にあることから、超高齢社会に対応した地域交通という点では

不十分な面もあります。 

（２）福祉・保健 

①子育て・福祉・健康を積極的に支援する都市 

本市は、地域子育て支援拠点事業や子育て世代包括支援センター等によるこども・子

育てに対する支援、各種介護予防事業の実施、高齢者、障害のある人、困りごとのある

人に対する総合的な相談支援や特別支援学級の設置、各種健康診査や健康教室の実施、

中学生までの入通院医療費に加え、18歳までの入院医療費や第２子以降の保育料の軽

減等、きめ細かいサービスを実施しています。 

また、市内には地域福祉の拠点として中央福祉センターがあるほか、市内に６館の福

祉会館を整備し、高齢者や児童、地域住民の活動の場として、住民の子育て、福祉、健

康のために活用されています。 

②近隣に高度医療機関が立地し、身近な診療所も多い都市 

市内には病院は多くないものの、診療所については数多く立地しており、どの診療科

目についても人口 10 万人あたり施設数は尾張東部医療圏の平均、愛知県の平均を上

回っています。中でも、全国的に少なくなってきているといわれている小児科が充実し

ています。 

また、本市の近隣には、県内唯一、医師・看護師を迅速に派遣して患者を搬送するこ

とのできるドクターヘリ施設を併設している愛知医科大学病院をはじめ、藤田医科大

学病院、名古屋第二赤十字病院の計３つの３次救急医療施設が、概ね 20 分圏内に立

地しています。 
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（３）自然・環境 

①里山、田畑、水辺等が多く、自然環境に恵まれている都市 

大都市近郊にありながら、市内には、里山や田畑の緑、河川やため池の水辺等、生活

に潤いとやすらぎを与えてくれる自然環境が残っており、特に、天白川の源流である東

部丘陵地には、希少な動植物も生息しています。 

また、北高上緑地等をフィールドにした市民と行政の協働による里山保全活動のよ

うな豊かな自然を守り、育て、その価値を高めていく取組が行われています。 

②ごみの減量化等、環境意識の高い市民が多い都市 

本市は、エコドームの利用促進、分別収集やリサイクルの推進等により、長年にわた

ってごみの減量化に努めてきました。また、「日進市環境まちづくり基本条例」の制定

を市民とともに進めたことを契機に、市民参加による環境保全の取組が高く評価され

ており、環境意識が高く、ごみ減量化等の環境保全活動を実践する市民が多いまちとい

えます。 

その一方で、人口増加に伴ってごみ排出量は増えており、今後とも、地球規模の環境

問題について地域でできる対策を進め、地域レベル、一人ひとりの生活レベルでの環境

保全行動の更なる推進が求められています。 

（４）文化・観光 

①きらりと輝く文化、観光資源がある都市 

本市は、奈良平安時代には我が国屈指の窯業生産地であった「猿投山
さ な げ や ま

西南
せいなん

麓
ろく

古窯跡群
こ よ う せ き ぐ ん

」

の地理的中心地であり、市内で約160基の古窯跡が確認されています。また、観光シ

ンボルの一つになっている岩崎城址公園一帯は、小牧・長久手の戦いの激戦地である

「岩崎城の戦い」の舞台となった場所です。また、名古屋市近郊では珍しい本格的な観

光牧場や桜の名所としても有名な宗教公園もあり、レクリエーションの場、憩いの場と

なっています。 

また、こうした地域資源も生かしつつ、行って、みて、体験して、共に学び、語り合

い、お互いにつながりあえるにっしんの魅力（ひと・もの・こと）を体感できるプログ

ラムを市民ぐるみで提供する「ぐるぐるNISSHIN まちミル博覧会」を進めています。

こうしたにっしんの魅力を活用した観光まちづくりにより、交流人口や関係人口の拡

大、地域への愛着・誇りの醸成と地域ブランドの向上が図られつつあります。 

（５）教育 

①５つの大学が立地する学園都市 

本市には、名古屋外国語大学、名古屋学芸大学、愛知学院大学、名古屋商科大学、椙

山女学園大学の５つの大学が立地しており、数多くの学生・教員が通学・通勤していま

す。また、これまで市外に立地する大学も含めて計８つの大学と連携協力協定を締結

し、地域政策研究や多分野にわたる提案型大学連携協働事業、公開講座の開催等を進め

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%84%9B%E7%9F%A5%E5%AD%A6%E9%99%A2%E5%A4%A7%E5%AD%A6
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てきました。 

今後とも、若者のまちづくりへの参加や地域社会の発展の手段として、大学との協働

関係をより一層推進していくことが求められています。 

②市外からも多くの人が利用する魅力ある公共施設のある都市 

本市にある図書館やスポーツセンターは、市内はもとより市外からも多くの人が利

用する魅力ある施設になっています。特に、有名建築家の設計によって 2008年（平

成 20 年）に新たに開館した図書館は、内閣府特命担当大臣表彰優良賞を受賞するな

ど建物そのものの魅力もさることながら、充実した児童コーナーやティーンズコーナ

ーの設置、雑誌スポンサー制度の導入などにより、特色があり充実した蔵書も魅力とな

っています。 

（６）地域コミュニティ活動・市民協働 

①都市化が進む一方で従来の地域コミュニティが残っている都市 

本市は、宅地開発によって人口が急増した都市である一方で、丘陵の緑や田園風景が

残されており、また、従来の集落には連帯感のある地域コミュニティや農村的な文化が

残っています。 

こうした特徴は、互いに助け合う地域社会を実現していく上で価値ある資源であり、

これからのまちづくりにおいて活かしていくべき要素であると言えます。 

②市民参加や市民活動が盛んな都市 

本市は、市民のまちづくりに対する意識が高く、人材にも恵まれており、子育て、福

祉、環境等多様な分野における市民活動が盛んで、これまで、各種計画策定や条例制定

の過程における市民参加が継続して行われてきました。 

2005 年（平成 17 年）に、市民活動支援、国際交流、大学交流の拠点として、市

民の交流と情報受発信の拠点として開館した「日進市にぎわい交流館」は、依然として

多くのボランティア・ＮＰＯ団体等の関係者が集い、学び、交流し、様々な活動が展開

されています。また、ワンデイシェフによるランチや喫茶は市民の憩いの場になってい

ます。そして、「日進市自治基本条例」に基づき、2012年（平成24年）には、市民

の自主的な参加と市民自治活動を通して、豊かで活力あふれる地域社会の実現を目指

す「日進市市民参加及び市民自治活動条例」が制定されました。 

行政だけでは解決できない地域課題が顕在化する中で、市民自治のまちづくりが一

層進展していくことが求められます。 
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３ 市民の視点からみたまちづくりの課題と方向性 
 

市民の意向等を本計画に反映させるために実施した市民意識調査結果から、市民目線の

まちづくりの課題や方向性を示す質問項目について、整理します。 

（１）８割近くの市民が日進市は住み心地がよいと回答 

◆住み心地がよいと回答した人（「住みやすい」、「どちらかといえば住みやすい」の合計）

は76.0％となっています。 

◆多くの市民が、日進市は住み心地のよいまちと感じているという結果になりましたが、

住み心地がよいと回答した人は、減少傾向にあります。 

 

（２）８割以上の市民が日進市に住み続けたいと回答 

◆住み続けたいと回答した人（「永住したい」、「当分住み続けたい」の合計）は 84.4％

となっています。 

◆多くの市民が、日進市に住み続けたいと感じている結果になりましたが、住み続けた

いと回答した人は減少傾向にあります。 

 

19.4 

23.4 

27.1 

56.6 

54.2 

53.4 

14.9 

14.6 

12.4 

6.5 

5.5 

4.2 

1.5 

0.9 

1.0 

1.0 

1.3 

1.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30調査

H28調査

H26調査

住みやすい どちらかといえば住みやすい

どちらともいえない どちらかといえば住みにくい

住みにくい 無回答

33.4 

36.1 

39.7 

51.0 

50.7 

48.5 

12.9 

11.5 

10.7 

0.8 

0.5 

0.6 

2.0 

1.2 

0.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H30調査

H28調査

H26調査

永住したい 当分住み続けたい いずれは転出したい

すぐに転出したい 無回答
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（３）転入先として日進市を選んだ理由 

～「手頃な価格の住宅があった」、「通勤・通学に便利」～ 

◆住まいとして日進市を選んだ理由は、「手頃な価格の土地または住宅があったため」と

回答した人が40.０％と最も高くなっています。 

◆次いで「公共交通が通学・通勤に便利だったため」が 25.2％、「緑が豊かで自然環境

に恵まれていたため」が23.8％となっています。 

▼転入崎として日進市を選んだ理由 

 

（４）日進市の良い印象と悪い印象 

～名古屋に近くて便利だけど、交通の便は悪い～ 

◆日進市の良い印象として、「名古屋市に近くて生活に便利である」、「大都市に比べ自然

が多く残されており、環境がよい」と回答した人は 60.8％と高くなっています。 

◆日進市の悪い印象として、「交通の便が悪く、暮らしづらい」と回答した人は 45.8％

と最も高くなっており、増加傾向にあります。 

▼良い印象：上位５項目           ▼悪い印象：上位５項目 
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（５）住まいの地区の環境や日常生活の満足度と重要度 

①満足度 

◆上位５項目については、「池、川、山林など自然があること」が引き続き１位となっ

ています。また、前回調査で５位の「浄化槽・下水道などの衛生対策」に替わり、新

たに「日常の買い物のしやすさ」が入っています。 

◆下位５項目については、前回調査で最下位の「路線バスの利便性」に替わり、「くる

りんばすの利便性」が最下位になりましたが、前回調査と同じ５項目が入っていま

す。 

 

▼満足度 上位５項目             ▼満足度 下位５項目 

 

 

 

 

 

 

②重要度が高く、満足度が低い項目 

◆下表の項目は、重要度が高い一方で満足度が低い項目で、その改善・充実が強く求め

られていると考えられる項目です。 

 

① 防犯や治安の対策 

② 歩道の整備 

③ くるりんばすの利便性 

④ 地震や風水害などの防災対策 

⑤ 路線バスの利便性 

⑥ 交通安全 

⑦ 自転車や徒歩による道路の利便性 

 

①くるりんばすの利便性

②路線バスの利便性

③電車・リニモの利便性

④歩道の整備

⑤自転車や徒歩による道路の利便性

①池、川、山林など自然があること

②田畑があること

③ごみ処理などの環境対策

④健康診断などの保健予防体制

⑤日常の買い物のしやすさ
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４ 主要課題 

（１）地域全体で見守る、子どもの育ちと学びを支える仕組みづくり 

◇名古屋市と豊田市の間に位置する恵まれた地理的条件を背景とした進められてきた

住宅地開発と子育て支援に関する取組の積極的な展開などがあいまって、本市は現

在、全国的にも珍しい“子どもの数が減らないまち”となっています。この優れた状

態を維持し、“子どもの数を減らさないまち”にするため、より一層の多様な保育サ

ービスの提供や新たな教育システムに合わせた学校教育の推進などを進める必要が

あります。 

◇子育て支援にかかわる各種事業・制度が充実しているものの、子育てしやすいまちと

しての都市イメージが市内外に必ずしも十分に浸透していない面もます。このため、

子どもの権利を守る「日進市未来をつくる子ども条例」があるまち、子どもたちの自

己肯定感を育むまちであることも含め、子育て・子育ちを多面的に応援しているまち

でことを、市内外に向けてより一層発信していく必要があります。 

◇子育て世帯において、地域組織への未加入や子ども会加入率の低下など、地域社会と

のつながりが希薄化しているため、地域ぐるみで子育て世帯を温かく見守り、支援す

る体制づくりを進める必要があります。 

◇我が国の児童相談所における児童虐待相談対応件数は、増加の一途をたどっており、

今後、地域と行政が連携して、児童虐待を未然に防ぐ取組を推進していく必要があり

ます。また、国において年々強化されている子どもの貧困対策についても、将来を見

据えた計画的な対応を検討する必要があります。 

（２）人生 100 年時代を見据えた、健康長寿社会の形成 

◇本市は男女共に平均寿命が県内１位の長寿のまちですが、心豊かに本市で老後を過

ごすために、健康寿命を延ばすことが求められています。健康づくりや地域福祉、生

涯学習・スポーツ、文化活動など様々な場面で、高齢者一人ひとりが活躍できる環境

づくりが必要です。 

◇団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢者となる超高齢社会によって生じる「2025 年

問題」は、社会全体に多大な影響を及ぼすと懸念されています。本市においても、将

来に向けて、行政だけでなく、地域全体で高齢者等を見守り支えあう体制の構築が必

要です。 

◇長寿化が進む中、人生の最終段階まで自分らしい人生を送るためにどうしたらよい

のかということが多くの人の関心事になっています。住み慣れた地域で自分らしく

暮らし続けるため、人生の最終段階における医療・介護については、本人の意思を尊

重し、医療・介護等の多職種が連携し包括的に支えていく体制づくりが必要です。 

（３）みんなが互いに支え合い助け合う地域共生社会の構築 

◇価値観や生活様式の多様化、外国人市民の増加、性自認のあり方等の多様性が進む中

で、市民一人ひとりが、世代や国籍、性などの障壁を越えて、ともに理解し合い、協
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力しながら暮らしやすい環境を整えることが求められます。 

◇地域の全ての方が住み慣れた地域で安心した生活を実現するため、ユニバーサルデ

ザインの普及が求められています。特にハード・ソフトの両面から、バリアフリーに

配慮したまちづくりと、優しさや思いやりを持った地域で支え合うための体制づく

り・ひとづくりをこれまで以上に進める必要があります。 

◇全国的に 40 歳から 64 歳までの中高年のひきこもりの人の数が増加しています。

本市においても、関係する各主体がそれぞれの役割を果たし、誰もが取り残されな

い、互いに支え合う地域社会の実現が必要です。 

（４）安全・安心な暮らしを下支えするハード・ソフト両面からの取組の推進 

◇南海トラフ巨大地震や地球温暖化に起因する気候変動による様々な災害が発生する

恐れがあります。このため、防災インフラの整備・維持や関連情報の発信の多重化、

公的機関の対応力の強化が必要です。 

◇災害に備えた防災・減災力、犯罪に備えた防犯力、交通安全に対する見守り力など、

地域による共助が求められる中、地域力の減退が懸念されているため、市民一人ひと

りの防災・防犯・交通安全に対する意識の向上と地域への参画が必要です。 

◇令和元年（2019 年）に最初の症例が発見され、人類を脅かすパンデミックとなっ

た、新型コロナウイルス感染症のような新たな感染症に伴うリスクに対し、市民生活

を守るために迅速かつ的確に対応していく必要があります。 

（５）持続的な発展と都市の成熟を意識した都市構造の形成 

◇将来的な人口減少により、高齢化の進む住宅地において空き家の増加やそれに伴う

地域力の減退が生じないよう、環境負荷の低減や自然環境の保全を意識しつつ、適切

な規模での市街地整備を行う必要があります。 

◇本市は1970年代の高度成長期以降の住宅需要の増加に伴って、市の北部と南部か

ら、住宅地が形成されてきましたが、それぞれの地区の実状に応じて、良好な住環境

を維持していく必要があります。また、新たなまちづくりを進めるエリアにおいて

は、周辺環境との共存や日進市全体の発展につながる取組を検討する必要がありま

す。 

◇本市は、現在でも人口増加が続くまちであり、高い開発需要がありますが、調和の取

れた保全と開発を進めるよう土地利用計画を定め、本市が誇る豊かな自然を守ると

ともに、都市部の緑化を推進していく必要があります。 

（６）市民が安全で快適に市内外に気軽に移動できる環境の向上 

◇市民意識調査では、公共交通の利便性や歩道・道路の環境に対する評価の満足度が低

くなっているため、市内を通る幹線道路整備の推進、市内の補助幹線道路及び生活道

路における円滑な交通と安全性の確保が必要です。 

◇高齢化に伴い自家用車の運転が困難になる市民が増加するため、路線バスやくるり

んばすに加え、それらを補完する地域交通を含めた市内外への移動のあり方を検討
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することが求められます。また、高齢ドライバーによる交通事故を防ぐための取組を

進める必要があります。 

（７）地域の経済・交流の活性化による安定的な税収と雇用の創出 

◇魅力と活力あるまちづくりを進めていくためは、より一層の産業振興による税収と

雇用の安定的な確保が求められます。このため、産業用地の確保と産業基盤となる道

路等の整備、次世代産業などの誘致、市内企業の操業環境向上、新たな起業の支援な

どが必要です。 

◇6 次産業化等に向けた市内農地の多様な活用のあり方を検討するとともに、市内で

の買い物環境の向上などが求められます。 

◇リニア中央新幹線の開通に伴う影響を、本市に波及させるための取組が必要です。 

◇周辺自治体における大型集客施設の整備や、国際的なスポーツイベントの開催など

を契機に、市内における地域資源の発掘・磨き上げによる観光交流の拡大が求められ

ます。 

（８）いつまでも暮らしたい「住みやすい」都市としてのイメージ戦略の展開 

◇働き方改革や生涯現役社会が進行し、市民のライフスタイルが多様化していくため、

いつまでも学び続けられる学習機会の提供や文化に関する取組、自己実現につなが

る様々な市民活動などを、より一層支援していく必要があります。 

◇成熟した文化的な都市ならではの、上質な暮らしが実現できるという都市イメージ

をブランディングして、積極的に発信することが求められます。 

（９）安定した行財政運営の継続と多様な連携体制の強化 

◇持続可能な世界の実現に資するため、「ＳＤＧｓ」で定められた、17のゴール及び

169のターゲットを意識しつつ、市の施策を推進していく必要があります。 

◇今後の人口推計を踏まえながら、耐用年数を迎える公共施設の長寿命化など老朽化

対策を効果的・効率的な方法で行う必要があります。 

◇民生費費の増大、都市基盤・公共施設の老朽化に対応しつつ、ＡＩやＩｏＴなど最新

技術を導入することで、健全で積極的な行政運営を持続する必要があります。 

◇地域問題や市民ニーズの多様化・高度化、「Society5.0」の到来などを踏まえ、市

民や事業者、大学等との協働に加え、民間との積極的な連携や周辺市町を含めた広域

での行政対応などあらゆる協働・連携を推進していく必要があります。 

 

 

 

 


